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新たな時代の流通･小売論 ― 文化としての消費の時代へ ―

第 2 回 第１章 消費者と消費環境の変化 人口動態 高齢化と少子化の実態

１．マーケットが変る 人口動態

先回も触れたように ，およそ ３０年前にダ イエーが三越を抜いて小売業売上高日本一

になっ た。今の話題はファ ースト・リ テイリ ング (ユニ クロ ；2,000 年８月期 )がイトーヨーカ
堂 (2,000 年 2 月期 )の経常利益高を抜き，2,001 年春にはダ イエーの売上高をセブン
イレブン全店の総売上高が抜くであろうとい うことである。

30 年前と同様に現在もまた ,日本という国が大きな節目を迎えている｡
マーケッ トを人口動態という視点か ら見ると 30 年前 (１９７０年 ) の日本は人口 10,370
万人 ,平均年齢３１．５歳であっ た ｡現在（ 2000年）人口は約 2割増えて 12,690万人 ,
平均年齢は 10 歳高くなり 41.3 歳である ｡この まま推移すれば ,2050 年の人口は
10,050 万人に減少し，平均年齢 48．6 歳という超高齢国家が誕生する｡
団塊の世代 (1９47 年か ら 1949年生まれ 出生数 800万人強 )が家庭を持ち ,子供を
もうけた 1971 年か ら 1974 年にかけての出生数は毎年 200 万人を超えた ｡
30年経った現在 ,出生数は年 120万人前後で推移している｡合計特殊出生率 (一人の
女性が一生の間に産む子供の数 ,2.08 を割り込む と人口が維持できない と されてい
る )は 30 年前の 2.13 を大きく割り込み 1.34(1999 年 )にまで低下している｡
マスコミなどの報道では少子化 ,高齢化が 「医療」や 「介護」だけの問題のように取り上
げ られているが大きな間違いである。日本という国全体の構造的問題として 「少子化」

「高齢化」は政治･経済･文化･社会･生活･医療･福祉･社会保険制度などあらゆる分

野に影響を及ぼす｡

年齢構成の変化は ,ライフ ・ス タイル (生活様式･生活態度 )に大きな影響を与え，GDP
の 6 割を占める消費構造にも大きな影響を与える｡
特に消費支出の変化は単に経済的な理由以上に ライフ ･ステージ (人生の中での ポジ
ション )の変化が大きく影響する｡
携帯電話料金へ の支出が多いため に他へ の消費支出が押えられている ,と話題にな
っ たが ，そんな単純ではない，もっ と大きな構造的変化が目の前で確実に起こっ ている｡

例えば 20 歳の学生と 30 歳の子供がいる家庭の消費生活が構造的に違うことは容易
に理解できる｡ライフ ･ステージ＝家族 (世帯 )構成の違いは日常生活の中で必要となる
もの ，消費･支出の優先順位･ウ エイトを抜本的に変えてしま う｡

若い人の単身世帯，まだ小さな子供が いる世帯，大きな子供の いる世帯，子供が独

「仮に，１９９６ (平成８年 ) 年」における女性の年齢別出生率 (合計特殊出生率
1.43)，出生性比 (女性１００に対して男性１０５．２ )お よび死亡率 (平均寿命
男；７７．０１歳，女；８３．５９歳 )がず っ と続いた場合の状況を，敢えて計算して
みると，日本の人口は，２１００年ころには約４９００万人，２５００年ころには約３０

万人，３０００年ころには約５００人，３５００年ころには約１人という計算になる｡」

(平成１０年版厚生白書より )
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立した後の高齢者世帯など世帯構成が変れば生活その もの が全く異なる｡

国全体が年を重ねることで消費者の ライフ ･ステージ＝世帯構成が大きく変わ り，マー

ケッ ト･ニーズ ，購買行動など確実に変化している｡

企業や業態の盛衰以前にマーケッ トの変化がある｡

２．統計数値からマーケットの変化を読取る

(1)高齢化と少子化
図表―1は，主要国の 65歳以上人口率 (高齢者が全国民に占める割合 )を過去 50 年，
および将来 50 年 (推計 )の 100 年間に渡っ て比較したもの である｡
イギ リ ス，フランス，スウ ェーデンなどは既に 50 年前に 65 歳以上人口率が 10%を超え
ているがそれでも将来的な推計値では日本よりも高くはならない｡

日本の場合，50 年前にはわずか 4.9%でしかなか った 65 歳以上人口率が最近 10 年
間で極端に高くなり ,2050 年には主要国の中で唯一 30%を超える｡
20%代を予測する他国でさえ高齢化は重要な課題である。日本は他国の状況をはる
か にしの ぐ 猛スピードで高齢化が進んでいる｡

図表―2は，図表―1 と同様に過去 50 年，将来 50 年の 100 年間に渡る年齢区分別
人口の推移を示したもの である｡0～14歳を子供，15 歳～64歳を生産年齢 (働くことの
できる年齢 )，65 歳以上を高齢者として集計している｡
50 年前の日本は平均年齢が 26．6 歳，3 人に一人が子供であり，高齢者は 20 人に
一人しかいなか っ た ｡現在 (2000 年 )の平均年齢は 41．3 歳，子供は 7 人に一人まで
減り，高齢者は 6 人に一人と子供の数を既に超えている｡今後この傾向は益々強まり，
50 年後には平均年齢 48．6 歳， 8 人に一人という子供の割合に対して高齢者は 3
人に一人となる｡

重要なことは単に高齢者が増え，子供が減っていることではない。日本という国全体の

構造が物凄いスピードで高齢化していることである｡

(2)増える高齢者世帯
平成１２年９月１５日現在，６５歳以上の高齢者人口推計は ２,１９０万人 (総務庁 ),総
人口に占める割合は 17.3%である。
男女別では女性が １,２７７万人で男性 913万人の 1.4倍になる｡女性の占める割合は
６５歳以上で 58％,75歳以上で 65％,85歳以上で 71％と高齢になるにしたが っ て増え
てい く ｡国立社会保障 ・人口問題研究所に よると 65 歳以上人口は今後も増え続
け ,2,025 年には 3,312 万人と 2,000 年の 1.5 倍となる｡
「国民生活基礎調査」(平成 10年 厚生省 )によると 65歳以上の高齢者がいる世帯数
は日本の全世帯数 44,496 千世帯に対して 14,822 千世帯，率にして 33.3％である｡
そ の内高齢者の一人暮らし世帯数は 2,169千世帯 (全世帯数の 4．9％，高齢者世
帯数の 14.6％)あり ,その約 8割は女性である。夫婦とも 65 歳以上の夫婦のみ世帯数
は 2,712 千世帯 (全世帯数の 6.1％，高齢者世帯数の 18.3％),いずれか一方が 65
歳以上の夫婦のみ世帯数は 1,244 千世帯 (全世帯数の 2.8％，高齢者世帯数の
8.4％)である。(ここではカウ ントしていないが ,この他に 65 歳以上の高齢者と 18 歳未
満の未婚者が加わ っ た世帯も高齢者世帯の区分に入る )

http://home.m00.itscom.net/mbi/n2-1.pdf
http://home.m00.itscom.net/mbi/n2-1.pdf
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65 歳以上の単身 ,もしくは夫婦だけの世帯数はこれらを合わせた 6,125 千世帯 (全世
帯数の 13.8％，高齢者世帯数の 41.3％)にも上り ,全世帯の約 7 世帯に 1 世帯の割
合である｡

さらに子供との同居が減り ,高齢者だけで暮らす世帯が増える傾向にある｡
1980 年子供と同居していた高齢者の割合は 69.0%であっ たが ,1985 年 64.6%,1990
年 59.7%,1995 年 54.3%,1998 年 50.3%と 20%も減少している｡
一方 ,一人暮らし ,もしくは夫婦のみの高齢者は 1980 年 28.1%,1985 年 32.3%,1990
年 36.9%,1995 年 42.0%,1998 年 45.5%と増え続け ,今では高齢者の 2 人に一人が
高齢者だけの世帯で暮らしている｡

(3)結婚しない
子供との 同居率が低下する一方で，配偶者のいない子供と同居する 65 歳以上の高
齢者が増えている｡そ の割合は 1980 年 16.5%に対し ,1998 年 19.1%であり , 子供と
同居する高齢者に占める割合も 23％か ら 38%へ と増加している。
結婚が遅れる ,あるいは結婚しないという傾向は顕著であり ,初婚年齢は 1970 年男性
26．9 歳，女性 24．2 歳が 1996 年には男性 28．5 歳，女性 26．4 歳となっ ている。
当然，年齢別に見た未婚率も高くなる傾向にあり，女性 25~29歳では 1970年 18.1%
が 1995 年には 48.0%になり (10 人中 8 人が結婚していたのが 2 人に１人しか結婚し
ていない ),男性 25~29 歳 1970 年 46.5%が 1995 年 66.9%,30~34 歳 1970 年
11.7%が 1995 年 37.3%となっ ている。
親元か ら独立せずにいつ までも過ごすパ ラサ イト･シングルが話題になっ ているが ,親離
れ ･子離れできない状況が 「配偶者の いない子供と同居する 65 歳以上の高齢者世
帯」をつ くり出している｡

(4)マーケッ トの変化
図表―３は１世帯あたりの収入と支出を年齢別に整理したもの である｡

あ くま でも平均値であるが ,消費支出合計は５０～５４歳をピークにして年齢が上がると
共に減少に転じる｡同様な傾向が顕著に現れているのが食料 ,被服及び履物 ,交通･通
信 ,教育などである｡一方 ,保健医療は逆に年齢と共に高くなる傾向にある｡
これらのデータか らは ,次の ようなことが言える｡
① 教育費 ,保健医療の ように ライフ ･ステージと明確に リ ンクしているもの は年齢による
変化が著しい｡

② 高齢化に伴い行動半径が狭くなり ,出歩く頻度も減る｡そ れに伴い交通･通信 ,被服
及び履物などへの支出が低下する｡生活の中での必要な度合いが低下する｡

③ 食料については 65 歳以上の世帯で年々消費支出構成比が減っているという統計
データ (1980年 31.0％,1990年 28.0%,1998年 25.4%)もあるが ,所得水準が上が
っ ているために金額的には大きく変らない｡他の区分と比べ て世帯人数が少ない割

には金額的に極端に減っ ていない ｡量を必要としないことを考えれば質的に よいも

のを少量消費していると考えられる｡

④ 多くの費目で 40~54歳にピークが来ており ,ライフステージとして消費が旺盛な時期
がこの年代に集中していることが分か る｡

http://home.m00.itscom.net/mbi/n2-2.pdf
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現在が超高齢化へ の過渡期であるとすれば ,今後消費する量･金額は高齢化と共に
減少する｡高齢者世帯が増えれば商圏は狭まり ,買物の頻度･量と も確実に低下する｡
そ の時に小商圏業態が支持されるの か ,宅配ネ ッ トワ ークが家庭の中に まで入り込ん
でいるの か ,現状ではまだ分か らない｡
確実に言えることは 「世帯数分布の中心が 45~49歳 (平成 10 年 )か ら高齢化する 」「マ
ーケッ トの変化に対応できるか否かが企業･業態の盛衰を左右する 」という 2点である｡


